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【研究ノー ト】
全国労働関係法と特別協議委員会
ー同法への「抵抗・不服従」の一事例一
伊藤健市
はじめに
アメリカの労使関係制度は，その労働法との「共生的な関係」において
捉えられねばならないといわれる！）。この点は，当然のことながら非組合型
の従業員代表制 (NonunionEmployee Representation Plan, 以下，従業
員代表制）に関してもいえるであろう 2)0 
ところで，アメリカの労働法の基盤をなす制度が， 1935年の全国労働関
係法 (NationalLabor Relations Act, この小論ではワグナー法とも使う）
に導入された排他的交渉代表制度と不当労働行為制度であることは異論の
ないところであろう。この排他的交渉代表制度に対し， 1970年代後半以降労
働側・経営側双方から批判が高まっている。それは，労働法が「機能麻痺」3)
1) W・B・グールド，松田訳『アメリカ労働法入l"』El本労働協会， 1984年， 1ペー ジ。
2) このようなl紺心に甚づいて，筆者はこれまで 2つの論文を発表している。「全国産
業復興法と従業員代表制」（『大阪産業大学論集（社会科学編）』第107号， 1997年10
月）と「労働争議法案と従業員代表制」（『関西大学高学論集』第42巻第5号・, 1997年
12月）である。
3) P. C. Weiler, Governing the Workplace, Wisconsin University Press, 1990. 「シ
ンポジウム労使関係法政策の課題」『 [1本労働協会雑誌』第342号， 1988年 1月。石
u」慎「現代アメリカの労使関係と法」『労働法律旬報』第1223・24号， 1989年6月。
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に陥り，その運用が「時代錯誤的機能」 4)とでも呼ぶべき現象をもたらして
いることを反映している。
労働側は，組織率の低下に示される労働組合の地盤沈下が，団体交渉の
促進を目的とした排他的交渉代表制度のもとで生じたことで機能麻痺を問
題にしている。この点は交渉代表選挙，つまり職場の民主主義にかかわる
問題である。労使がそれぞれ選挙キャンペーンを行う中で経営側の組合締
め出し策 (unionbusting)が問題とされる。資料としては少し古いが，プ
ロンヘンプレナー (K.L. Bronfenbrenner) の調査 (1986年7月-87年6
月）は，全国労働関係委員会 (NationalLabor Relations Board)の認証
選挙において， 75%の使用者がコンサルタントによる反組合戦略（解雇，
組合リーダーの昇進，賃上げ，改善の約束など）を利用していることを明ら
かにした。これに伴い組合の勝率が低下し，さらに勝利した組合でも労働
協約締結にまで至る割合が約半数といった事態がもたらされているのであ
る5)。このような行為が，不当労働行為に該当することはいうまでもない。
さらにパヴィー(G.R. Pavy)によると， 1987年の選挙で勝利した組合のう
ち， 1993年時点で協約を継続していたのは47.1%(59.4%の労働者をカバ
ー）に過ぎなかったという 6)。団体交渉の促進という目的が達成されないの
はもちろん，排他的交渉代表制度そのものが機能麻痺に陥っているのであ
る。この機能麻痺は組織率低下に帰着する。そこでの問題は，組織率低下
に伴う未組織部門労働者の「代表ギャップ」をどう処置するかである。そ
の対策として全国労働関係法第 8条(a)(2)の規制緩和が議論されている”。
4)小料典1)!「労使関係の変化とアメリカ労働法」『アメリカ法』 1987年第1号。
5) K. L. Bronfenbrenner, "Employer Behaivor in Certification Elections and 
First-Contract Campaingns : Implications for Labor Law Reform, "S. Fried・ 
man, et al, eds, Restoring the Promise of American Labor Law, ILR P, 1994. 
6) G. R. Pavy, "Winning NLRB Elections and Establishing Collective Bargain• 
ing Relationships," S. Friedman, et al, eds, Restoring the Promise of American 
Labor Law. 
7) M. W. Finkin ed, The Legal Future of E呻 loyeeRゅresentation,ILR Press, 
1997. 
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（ここでは現在を問題にしているので第8条(a)(2)としているが，本文では
第8条(2)と使っている。その違いは，周知のように労働組織(labororgani-
zation)に関する不当労働行為が(b)で規定されたことによる。）
一方，経営側は，全国労働関係法第8条(a)(2)で不当労働行為（支配・介
入）として禁止される労働組織の範囲が広すぎることを批判し，排他的交
渉代表制度が従業員の参加的民主主義の権利を奪っていることから時代錯
誤的機能を問題としている。そこでは，労使の共通利害にかかわる事項を
労使協議・労使協力の下に進めるシステム (QWL,EI, QCなど）の推進
が模索されている（その事例として， 1996年7月に大統領の拒否権で廃案
となったTEAM法案を挙げうる）。未組織部門における労使協議や従業員
参加制度は， 92年のElectromation社事件を持ち出すまでもなく第8条(a)
(2)にいう労働組織への支配・介入として違法である。そこで，経営側が時
代錯誤的機能として指摘する第 2条(5)の労働組織の定義を限定し，第 8条
(aX2)の及ぶ範囲を制限する，より直裁に述べれば20年代の従業員代表制の
再生を認めることで未組織部門の「代表ギャップ」を埋める方向が模索さ
れている。
以上のようなアメリカの労働法を取り巻く状況の理解，とくに排他的交
渉代表制度に関する議論を理解するには何が必要なのであろうか。最近の
「将来の労使関係に関する委員会 (Commissionon the Future of Worker 
-Management Relations)」，通称ダンロップ委員会(DunlopCommission) 
での証言やTEAM法案に関する論議は，従業員代表制を巡る20-30年代
の論議と酷似している。反対者は，組合の組織化を妨害し，労働者が工場
レベルでの決定をもっているかのように欺＜偽の組織と主張する。一方，
支持者は，労使のコミュニケーション，効率的な紛争解決方法，生産能率
の向上，雇用条件の改善をもたらすと主張している。
この点に関して，従業員代表制に関して最近積極的に発言しているカウ
フマン (B.E. Kaufman)の主張は興味深い。彼は，「もしも大恐慌が起き
ず，全国産業復興法 (NationalIndustrial Recovery Act)が広範囲にわ
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たる団体交渉を通して経済復興を促進しようとしなかったなら，会社組合
は確かに依然としてアメリカ労使関係システムの重要な部分をなしてい
た」 8)とし，ワグナー (RobertF. Wagner)の行った従業員代表制禁止は，
「現在においても公共の利益あるいは組織労働者の利益にすら役立ってい
ない」9)と結論づけている。しかし，少なくとも20年代の従業員代表制をみ
る限り彼の主張は首肯しがたい10)。確かに， 30年代の従業員代表制が賃金な
どで労働側に利益をもたらしたことは否定できないが，それはあくまでも
組合との対抗関係の中で生じたものであったことは明記しておかねばなら
ない。
この小論は，現代のアメリカ労使関係にまで影響を及ぽしている全国労
働関係法と従業員代表制，とりわけ排他的交渉代表制度が成立する過程で
従業員代表制が演じた役割を明らかにするための準備作業である。
1 「批判法学」のワグナー法理解ーK・E・クレアの見解を
中心に一
「ワグナー法」論争と呼ばれる論争の発端となったクレア (Karl E. 
Klare) 11>の論文を手掛かりに12), この小論が課題とすべきことを明確にす
るのがここでの目的である。
クレアの論文は，「批判法学会」設立 (1977年）の翌年に発表され，まさ
8) 9) B. E. Kaufman, "Company Unions : Sham Organizations or Victims of the 
New Deal?" Proceedings of the Forty-Ninth Annual Meeting of the IRRA, 1997. 
10) 詳しくは．平尾・伊藤•関ロ・森川編著『アメリカ大企業と労働者』（北海道大学
図書刊行会， 1998年）を参照のこと。
11) K. E. Klare, "Judicial Deradicalization of the Wagner Act and the Origins of 
Modem Legal Consciousness, 1937-1941," Minn. L. Rev., 62, 1978. 
12) この節は．クレアの論文に関するお二人の業績に全面的に依存している。それは．
大久保史郎「カール ・E・クレアー『司法によるワグナー法の脱急進化と現代的法
意識の原型』」（『法律時報』第57巻第3号， 1985年2月）と石田慎「『批判法学』か
らみた労使関係と法(I)(II)」（『季刊労働法j第152・154号, 1989年夏,1990年冬）
である。なお．「ワグナー法」論争は石田氏が詳述されている。
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にこの立場を代表する「『批判法学』の労働法分野における古典のひとつ」13)
である。彼の論文は，公民権闘争，対貧困闘争，ヴェトナム反戦運動など
に代表される「60年代」の理解に向けて，「ニュー・ディール政策の再検討」，
つまり「ニュー・ディール体制がもった統合主義的，管理国家的性格と弱
者切り捨ての，すぐれて現代的メカニズムの析出」14)作業に先鞭を付けたと
評価されている。
クレアの課題は，「ワグナー法制定に始まるニュー・ディール労働法改革
が当時の産業界主流の抵抗を排しつつ，労働者大衆の激しい闘争を背景に
実現し，その生活と権利に一定の前進をもたらしたこと，にもかかわらず
それが同時に，アメリカ資本主義社会の変革に結ぴ付くどころか，かえっ
て，戦後，労働運動から社会変革的要索を奪い，支配体制への統合をもた
らすものであった現実をどう理解するのか，そこでの法と法制度・法理論
の役割が何であったのかを解明」 15)することにあった。この彼の課題の中
で，この小論とのかかわりでは，ワグナー法によるニュー・ディール期の
労働法改革に対する「当時の産業界主流の抵抗」がいかなるものであった
のかが問題となる。
その解明には，ワグナー法とはいったいどのような制定法であったのか
を明確にしておかねばならない。この点に関してクレアは，「ワグナー法の
中になんらかの合意の結晶をみる」 16)アメリカ労働法学の通説的理解とは
異なる独自の理解を提供している。彼は，ワグナー法の立法目的として，
13)石田論文(I),128ページ。批判法学については，注12の石田氏の論文のほか，大
久保史郎「アメリカ左翼法学の動向」（『法の科学』第12号， 1984年），松井茂記「批
判法学研究の意義と課題1・2」(『法律時報』第58巻9・10号， 1986年8・9月），
石田慎「法学ルネッサンスの一断面」（『法の科学』第16号， 1988年）などがある。
以上はアメリカに関するものだが，イギリスについてはジョセフ・マカヘリ「イギ
リスにおける批判法学」（『法の科学』第20号， 1992年）が詳しい。
14) 15)大久保史郎「カール ・E・クレアー『司法によるワグナー法の脱急進化と現
代的法意識の原型』」， 105ペー ジ。
16) 17)石田論文(I),129ペー ジ。
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①産業平和の実現，②団体交渉の促進，③労使間の交渉力の均衡回復によ
る「実質的平等の実現」，④自由な選択，⑤購買力の回復，⑥産業民主主義
を挙げている。しかし，どれが決定的かを確定することは困難であり，「ど
の立法目的のどの意味に着目するかによってさまざまな解釈が可能」 17)と
なる。そのため，彼の結論は，「法を解釈するにあたって決定的な指針とし
て利用できる理念や原則に関する首尾一貫した，あるいは合意された蓄積
はない」 18)というものであった。こういった結論に到達した彼の論証過程
は，「法のテキストおよぴ立法史の不確定性，法制定をめぐる政治状況，そ
の時期の団体交渉や労働法改革に対する労働者階級の態度，経済界の敵意
と不服従」19)の内容を吟味することにあった。繰り返すまでもなく筆者の関
心は「経済界の敵意と不服従」をクレアがどのように理解していたかにあ
る。 ． 
クレアは，「公然たるかつ集団的な法への不服従（傍点，伊藤）」を問題
とし，「とくに，1937年にワグナー法の合憲性が確認された後も経営側は『会
社組合』の育成を含むあらゆる手段で法の実効的な定着に抵抗したという
事実（傍点，伊藤）」に着目する。ただ彼は，経営側の法に対する「抵抗・
不服従」の理由が，「法の労働運動の促進と交渉力の再配分に対する単純な
反対」20)であったのか，それとも「法が賃金交渉と実体的条件の国家的規制
と生産過程に対する経営の指揮権の喪失のプレリュードとなるという根本
的な恐怖」であったのかを明確にすることは困難であるとしている21)。しか
し，彼は後者につながる 2つの思惑によって「抵抗・不服従」が動機づけ
られていたとして，どちらかといえば後者の側面を評価している22)。その第
1の思惑とは，「法で保護された団体交渉が生産過程に対するコントロール
の喪失を招くのではないか」23)というものである。とくに，第 8条(5)の団体
18) 19) K. E. Klare, op. cit, p.291. 訳文は，石田氏による。以下同様。
20) 21) Ibid., p.287. 
22)石田論文(I), 129ペー ジ。
23)同上， 130ペー ジ。
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第1表特別協議委員会加盟企業と従業員代表制の導入時期
会社名とその略記 SEC加盟年 従業員代表制導入年
AT & T (American Telephone & Telegraph 
1925 1919年Co.) 
ペスレヘム (BethlehemSteel Corporation) 1919 1918年7月
デュポン (E.I. du Pont de Nemours & Co.) 1919 1919年7月
GE (General Electric Co.) 1919 1918年7月
GM (General Motors Corporation) 1919 1933年7月
グッドイヤー(GoodyearTire & Rubber Co.) 1919 1919年
ハーペスター (InternationalHarvester Co.) 1919 1919年3-5月＊
アーヴィング (IrvingBank-Columbia Trust 
1919 導入せずCo.) 
NJスタンダード (StandardOil Co. (New 
1919 1918年3月Jersey)) 
USラバー (UnitedStates Rubber Co.) 1922 1919年7月
USスチール (UnitedStates Steel Co.) 1934 1933年6月
ウェスティングハウス
(Westinghouse Electric & Manufacturing 1919 1919年
Co.) 
＊）マコーミック工場には1921年に導入。
注）会社名の英文表記はラフォレット委員会での表記に準じた。
交渉義務規程が，「雁用契約の実体的条件の行政的吟味と，雇用条件の強制
仲裁に導くという幽霊を呼び出し」24)たとしている。第2の思惑とは，「法
が労働組合運動を助長する結果として階級闘争の激化を招くのではなか
い」 25)というものであった。
このようなクレアの見解から何を学ぴ取り，それをこの小論での分析に
どのように活かせばいいのであろうか。まず，彼のいう「公然たるかつ集
団的な法への不服従」という表現の中の「集団的」の意味である。ここで
はそれを，単に個別企業の立場からではなく，何らかの企業集団ーーこの
小論で具体的に取り上げるのは特別協議委員会(SpecialConference Com-
mittee, その加盟企業とこの小論での略記法ならぴに各企業への従業員代
表制導入時期については第 1 表を参照のこと）—を通した組織だった抵
24) K. E. Klare, op.cit, p.288. 
25)石田論文(I), 130ペー ジ。
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抗・ 不服従と読みとり，その内容と影響力を問題にしたい。ただ，特別協
議委員会の場合， 1936年までいわば秘密組織として存在していたため26),ク
レアが使っている「公然たる」という表現にはなじまないかもしれない。
しかし，各加盟企業の動きは強弱はあれ，まさに「公然」と法を踏みにじ
っていたことは事実である。さらにこの点に関しては，クレア自身も論文
中で取り上げているクリーブランド商業会議所といった組織の取り組みと
の相違点などを問題にし，それとの比較で特別協議委員会の「抵抗・不服
従」の特殊性を明らかにする必要があるだろう。この点では，取り上げる
べき組織として全国製造業者協会 (National Association of 
Manufacturers) 27l, 合衆国商業会議所 (United States Chamber of 
Commerce) 28>, アメリカ経営者協会 (AmericanManagement Associa -
tion), アメリカ自由連盟 (AmercicanLiberty League) 29>などが考えら
れる。だが，紙幅の関係からこれらの組織の分析は別の機会に譲りたい30)0 
次に，クレアは時期的にはワグナー法の合憲判決後の経営側の取り組み
に着目しているようだが，それに加えて以下の時期での考察が必要である。
26)なぜ秘密組織であったかについては，伊藤健市「SECの労務理念と従業員代表制」
（『アメリカ大企業と労働者』所収）を参照のこと。
27)令同製造業者協会に関しては多くの文献があるが，ここで問題としていることに
関しては以下の文献が詳しい。A.S. Cleveland, "NAM; Spokesman for Industry?," 
Harvard Business Review, Vol. 26 (May, 1948). 
28) William H. Wilson, "How the Chamber of Commerce Viewed the NRA : A 
Reinterpretation," Mid-America, XLIV 0962). 
29) George Wolfskill, The Revolt of the Conservatives : A History of the Amer-
cican Liberty League, 1934-1941, Houghton Mifflin, 1962. Frederick Rudolph, 
"The Aniercican Liberty League, 1934-1940," Ame1ican Historical Review, Vol. 
56 (Oct., 1950). 
30)ニュー・ディールと実業界との関係については，小林清一「ニューディール体制
の確定と実業界一USA, 1937-1950-」（『人文学報』第62巻， 1987年10月）と管
英柏1「ニューディールと実業界」（英文）（『北）し州大学外国語学部紀要』第66号， 1989
年7月）が詳しい。ただし前者は，ここで扱っている時期よりも後， とくに第 2次
jl: 界大戦1j・大戦後の分析が中心である。
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つまり，①1935年2月21日にワグナー法が上程されるまでの時期，②上程
から同年7月の大統領署名までの時期，③大統領署名から合憲判決を得る
までの時期，そしてクレアの指摘した④合憲判決以降の時期， といった時
期区分である。そして，各時期での「抵抗・不服従」を問題にしなければ
ならないであろう。そこでは，それぞれの時期での「抵抗・不服従」の内
容・形態は同じであったのかどうか，その内容・形態が「抵抗・不服従」
の強さにどのように影響したのかどうか，といったことが明らかにされね
ばならない。こういった作業を通してクレアの示した抵抗の理由とその思
惑の妥当性を問題にしなければならない。
ただし，この小論が依拠している資料のもつ限界から，以上の時期区分
すべてにわたって議論することは不可能である31)。この小論が依拠してい
る資料は，特別協議委員会の存在が明らかになった1937年2月17日の市民
的自由擁護委員会(CivilLiberties Committee), 通称ラフォレット委員会
(La Follet Committee)での質疑を受けて， 2度にわたって特別協議委
員会の事務局長 (Secretary)であったカウドリック (E.S. Cowdrick)に
出された召喚令状に基づき，彼が同委員会に提出したものである32)。提出さ
れた証拠文書(Exhibits)のうち，手紙類の日付は1925年1月21日から37年
10月29日，特別協議委員会の会合議事録の抜粋は33年6月29日から37年3
月19日までの会合しかない。そこには，クレアが問題とし，かつ従業員代
表制を巡る動きが多様かつ活発になる④合憲判決以降の時期の資料がほと
んどない。その結果，残念ながらこの小論では上記の①～③の時期までし
か扱えていない。この時期以降に，特別協議委員会加盟企業で多様な「抵
抗・不服従」がみられ始めるが，それについては各企業の分析を待たねば
ならない。
31) 32)詳しくは，伊藤健市「ラフォレット委員会と特別協議委員会の活動」（『大阪
産業大学論集（社会科学編）』第102号, 1996年5月）を参照のこと。
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2 上院への法案上程までの動き
特別協議委員会と全国労働関係法の関係は1935年1月28日に始まる。同
日付けのカウドリックの手紙によると，彼は 2月21日にワグナー上院議員
が提出することになる草案のコピーを内密に手に入れ，それを特別協議委
員会のメンバーに回覧していた33)。特別協議委員会は，法案が上程されるほ
ぽ 1カ月前に，「極秘の情報源 (confidentialsource)」34)を通して全文を入
手し，それを加盟企業に配布していたのである。
その直後の2月14-15日に開催された特別協議委員会の年次会合では5
つの審議項目が予定されており，その中で「労働者に影響する懸案中の法
律を従業員に知らせる方法」が議論されている 35)。NJスタンダードでは，
合同協議会 (jointconference)の場で，この種の情報を提供するように経
営側に直接要求していたこと，経営側も全国労働関係法案を工場協議会議
長への手紙を添えて従業員代表に配布することを検討中であったことを明
らかにしている。この点に関してはベスレヘムのラーキン (J.M.Larkin) 
も，法案に加えて社外の者による解説を準備しようと思っていると語って
いた。 USラバーのチング (C.S. Ching)は，今議会の会期中に全国労働
関係法案が上程されれば，同社はそれを従業員代表ならぴにフォアマンと
33) Report of the Committee on Education and Labor, Violations of Free Speech 
and Rights of Labor (Washington, D. C. :Government Printing Office, 1939), 74 
th Cong., Part 45, Exhibit 7734, p.17008. (以下，この資料からの引用は，証拠文
書の番号と当該ページ数のみを記載する。）
34) "Memorandum Concerning the Special Conference Committee, " (以下，
"Memorandum"と略す） Violations of Free Speach and Rights of Labor, Heaガng
before a Subcommittee of the Committee on Education and Labor United States 
Senate, 76 th Congress, S. Res. 266, Part 45, 1939, p.16807. なお，この報告書の全
文 (16775-16812ページ）は，「特別協議委員会に関する覚え書き」（『大阪産業大学
論集（社会科学編）』第106号， 1997年6月）として訳出している。
35) Exhibit 7539, p.16904. 
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討議することになるだろうと語っていた36)。
わずか3社の事例にすぎないが，各社とも全国労働関係法案を従業員代
表に提示し，彼らを巻き込んだ形でそれへの対策を講じようとしていたこ
とがわかる。ただ，全国労働関係法案のどこを問題にし，それに対して具
体的にどのような手段をもって抵抗するかはまだこの時点では明確ではな
かった。しかし，次にみる事例からもわかるが，特別協議委員会の法案に
対する対応の早さは注目に値する。
特別協議委員会の年次会合が開催される直前の2月6-8日に，ピッツ
バーグでアメリカ経営者協会の大会 (PersonnelConference)が開催され，
特別協議委員会のメンバーも含めて約500名が出席していた。そこで衆目を
集めた問題は，団体交渉(collectivebargaining)と社会立法(sociallegisla-
tion)であり，賃金管理 (wageand salary administration)や管理者訓
練 (executivetraining)といった問題は，出席者も驚くほど関心を集めて
いなかった。とくに「団体交渉」に関しては， 3日間にわたってさまざま
なグループで議論されていたようである。そこでは，「裁判所の支配的な裁
定が出されていない状態では，（全国産業復興法の一注，伊藤）第7条aの
下での使用者と被用者の権利と義務は曖味なままであるということが一般
に同意」37)され，従業員代表制における使用者の機能，とくに従業員代表へ
の支払いと選挙開催に伴う費用負担に関して多くの不明確さが表明されて
いた。しかも，全国労働関係委員会はこのような問題に対して「組合より
の立場 (unionphilosophy)」をとり，その裁定は使用者には非常に拘束的
に作用していたという。
カウドリックは，このアメリカ経営者協会の大会で議論されている問題
を，「ワグナー上院議員によるもうひとつの労働争議法案の差し迫った上程
によって影が薄くなっている」38)と評価している。なぜなら，全国労働関係
法案が議会を通過すれば，「団体交渉の全ルールが再ぴ変化するからであ
36) Exhibit 7736, p.17009. 
37) 38) Exhibit 7540, p.16905. 
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る」39)。このようなカウドリックの評価とその対応からみて，アメリカ経営
者協会の大会では特別協議委員会加盟企業が 1月28Bにすでに配布済みの
全国労働関係法案は議論されていなかったこと，そしてカウドリックが全
国労働関係法案は全国産業復興法第7条aとは団体交渉に関してまった＜
異質なものであったと認識していたこと， しかもそれが特別協議委員会加
盟企業の共通認識であったことがわかる。特別協議委員会の対応は，その
形態はともあれ，少なくともアメリカ経営者協会よりもすばやかった。
3 上院上程から大統領調印までの動き
ワグナーは， 1935年2月21Bに全国労働関係法案を上院に上程した。
その 1週間後の 2月27B, カウドリックはワグナーが上程した 2つの法
案の相違点を要約したものを，作成者であるNJスタンダードのショー
(Charles E. Shaw) の許可を得てメンバーに配布している。ここでいう
2つの法案とは，前会期にワグナーが提案した National Industrial 
Adjustment Bill (以下では34年法案と記載されている）と全国労働関係法
案（同じく新法案あるいは35年法案と記載されている）である。その内容
は以下の23点に及んでいた40)。ただし，新・旧法案で実質的に内容が同じも
のはここには含まれていない。
1 34年法案は，従業員10人未満の使用者は免除されていた。新法案にはそのよう
な免除はない。
2 労働団体を定義する際に， 34年法案は，「従業員代表制委員会(employeerepre-
sentation committee)」を含めていた。新法案は，従業員代表制委員会の後に「も
しくは従業員代表制」という単語を付け加えている。
3 新法案は， 34年法案には見られなかった次のような新しいパラグラフ（第 2条
9項）を含んでいる（ここでいう新しいパラグラフは商取引 (commerce)行為
に関するものであったためここでは省略した一注，伊藤）。
4 34年法案は，全国労働関係局を労働省の一部とした。 35年法案は，「政府の行政
39) Exhibit 7540, p.16905. 
40) Exhibit 7737, pp.17009-11. 
全国労働関係法と特別協議委員会（伊藤）
部門における独立機関」（第3条a項）としている。
(1289) 107 
5 35年法案には，以下のようなまったく新しい文がある（第6条6項）。つまり，
「全国労働関係委員会は一定の権限を持ち，協定，コード，あるいは法によって
労働争議を処理するために設立された委員会や機関の活動を指揮し，そういった
委員会から活動報告を受ける。」
6 35年法案の「全国労働関係委員会は，以下に規定されるように，すぺての人に
対し商取引に影響を及ぽす（第8条に列挙した）不当労働行為を行うことを阻止
する権限を与えられる」という一文（第10項a項）は，基本的には34年法案と同
じである。この条項に対し， 35年法案は次のように付け加えている。「この権限は
排他的であり，第11条の規定を除いて，協定，コード，法，および他のものによ
って制定された他の調整や干渉の手段によっては影響は受けない。」 35年法案で
新しく登場した第11条は，合衆国地方裁判所は，「全国労働関係委員会の要請のみ
によって」，何らかの不当労働行為を防止し，制限するために起訴できると規定し
ている。この規定は，全国労働関係委員会の裁定の実施に地方裁判所を巻き込む。
明らかに，ワグナーは，地方裁判所をまったく無視することは賢明ではないと決
意したのであろう。だが，全国労働関係委員会裁定の訴追は，巡回控訴裁判所に
よってなされねばならない。
7 34年法案は，「労働長官によって指令された決定や規制に従う際に，使用者は従
業員に個別もしくはその地区代表者に対し，彼らの間で協議したり，労働組織の
活動に従事している間は労働時間を損なうことなしに就業時間中でも使用者と
協議することを禁じられていない」と規定している。 35年法案は，全国労働関係
委員会にそのような決定をなす権限を与え，従業員と使用者との間の協議を制限
している（第8条2項）。
8 35年法案は，「本法のもとで提訴したり，証言を行ったという理由で，従業員を
解雁したり，その他の差別待遇を行うこと」ことを不当労働行為に含めている（第
8条4項）。
9 35年法案は， 34年法案にあった従業員の干渉なしに使用者が組織する権利を保
証する条項を削除している。
10 両法案は，クローズド・ショップ規定を合法としている。 35年法案は， 34年法
案にあった以下の文章を削除している。つまり，「この但し書きにおいて，いかな
る使用者も雁用の条件として何らかの労働組織のメンパーであることに同意す
る義務を示すことというようには全国労働関係委員会によって解釈されていな
しヽ。」
11 34年法案は，使用者を代表する委員団(panel)と従業員を代表する委員団を準
備している。この規定は35年法案にはなく，全国労働関係委員会は大統領によっ
て，そして上院の同意によって任命された 3人のメンバーに限定されている。
12 35年法案は，次のような新しい規定（第10条C項）を持っている。つまり，「……
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裁判所もしくはエクイティ法廷で一般的である証拠原則 (rulesof evidence)に
は支配されない」。このことは，全国労働関係委員会が伝聞証拠や噂などを認める
ことを意味している。
13 35年法案（第10条d項）は，訴追請求状に名前のある人が，不当労働行為に関
係していないという証拠を示せば，全国労働関係委員会は訴追請求状の取り消し
命令を出してもいいと規定している。この点は34年法案にはなかった。
14 34年法案は，「全国労働関係委員会は，この法の諸規定を実行するのに必要であ
る合理的な決定や規則を作り，修正し，無効にする権限を持つ」と規定している。
35年法案（第 6条 a項）は，「合理的」という言葉を削除している。
15 34年法案は，「そういった不当労働行為に誰かが関係したか，関係していると信
じられる合理的な理由があることを労働長官が全国労働関係委員会に通達した
時には」，全国労働関係委員会は介入できると規定している。 35年法案は，（信じ
るに足る理由があれば訴追請求状なしに）そのような行動を労働長官の通達なし
にとれると規定している（第10条c項）。
16 35年法案（第12条a項）は，「全国労働関係委員会の仲裁もしくは指令に従う成
文契約もしくは成文協約の規定•…..」という規定を含んでいる。これは，契約の
撤回のために法に規定されたものを例外として，撤回不能である。同じ文は，「そ
のような契約もしくは合意のもとでなされることを失敗，否定，拒否した当事者，
全国労働関係委員会，全国労働関係委員会の代理機関，および被指名者は，もし
そうでなければ全国労働関係委員会の指示で一方的にその事件を審理し始め，そ
して全国労働関係委員会，その代理機関もしくは被指名者は合意した当事者に適
用できる裁定を出す」としている。これらの規定は34年法案にはなかった。
17 35年法案は仲裁のもとで，次のように規定している（第12条c項）。「どの従業
員も個別に，そしてどの従業員グループも集団的に，彼らの同意なしに労働もし
くは勤労を無理強いされない。」この規定は，従業員は仲裁委員会の裁定に満足し
なければストライキに訴えられることを示している。この規定は34年法案の仲裁
条項にはなかった。
18 35年法案は仲裁について，仲裁裁定に従わないことを裁判所に請願する根拠の
議論において次のように規定している。つまり，「仲裁に先立って当事者によく知
られている党派性，もしくは相当の注意の行使によって知られる党派性は，この
条項の意味において彼が利用できる不正行為を構成するものではない。」この規
定は34年法案にはなかった。
19 34年法案は，裁定の一部が論理的に矛盾していることが分かったなら，裁判所
はすべての利害関係者が論理矛盾している部分が使えることに同意しない限り，
裁定のすべてを拒絶すると規定している。 35年法案（第12条g項）は，裁判所は
論理矛盾している裁定のその部分は，裁定の残りの部分から分離されない限りで
のみ拒絶すると規定している。
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20 35年法案には，新しい一文（第12条h項）がみられる。それは，仲裁委員会の
裁定を裁判所が支持した場合に従う手続きと，裁定が裁判所によって意義申し立
てられた時に従う手続きを概略している。
21 35年法案（第13条 1項）は，以下のような新しい規定を持っている。すなわち，
「全国労働関係委員会もしくはその正式に公認された代理人あるいは代理機関
は，尋問のために，いつでも審問されている証人の証拠にアクセスし，それをコ
ピーする権利を持っている……」。このことは，全国労働関係委員会もしくはその
代理機関が，おそらく告知なしに，いつでも本社に行き，そこでファイルを調べ
られることを明らかに意味している。
22 35年法案（第13条 l項）は，「証人の出廷，証拠の提出といったことは，合衆国
のどこでもあるいはどの地域でも，そして公聴会の指定されたHに要請される」
と規定している。この規定は34年法案にはなかった。
23 34年法案は，「政府のいくつかの省と行政機関は，大統領に指示された時には，
全国労働関係委員会の要請に応じてあらゆる問題に関するすべての記録，文書，
情報を，営業上の秘密であったり，それらが非公開を保証して政府が受け取って
いる場合を除いて，そういった記録，文書，情報を全国労働関係委員会に提出す
る」と規定している。 35年法案（第13条6項）では，「……営業上の秘密であった
り，それらが非公開を保証して政府が受け取っている場合を除いて」という文は
削除されている。
以上の 2法案の対比によって，カウドリックは全国労働関係法案のもつ
意味を加盟企業に周知徹底されるとともに， とくに問題とすべき点を注釈
することでそれへの「抵抗・不服従」を一歩前進させようとしていたので
ある。翌 2月28日に，カウドリックはウォルシュ上院議員 (D.I. Walsh) 
からの情報を中心に，次のような内容の手紙を加盟企業に出していた。そ
れは，この時期における「抵抗・不服従」の一端を示している。
全国労働関係法案の公聴会がいつ開催されるのかは不明だし，それにどれだけの
時間が割かれるのかも不明であるが，ある情報は公聴会が短期間であるとしている
し，また別のところからはそれが3週間との情報も得ている。昨年 (1934年一注，
伊藤）のワグナー労働争議法案 (WagnerIndustrial Disputes Bill)に反対する証
言で，最も重要なものは従業員代表によってなされたものであった。次いで重要で
あったのは，同法案によって調和的な労使関係が危険にさらされた企業の経営陣に
よってなされたものであった。したがって，以上のような経験は，新法案に反対す
る際にとるべき戦略の決定に関して最善の手掛かりを与えてくれる。昨日知らせを
うけたウィアトン鉄鋼会社 (WeirtonSteel Co.)の裁定は，従業員代表制に対す
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る新しい威厳と承認を与えており，それが今回の証言にも良い結果をもたらすであ
ろうと思われる。また，ウィアトン鉄鋼会社裁定は，合憲性の根拠に関する基準に
対する攻撃に新鮮な手段を提供するものでもある。ローズヴェルト (F. D. 
Roosebelt)大統領が法案を支持するとの徴候は見られないが，彼は団体交渉を信頼
しており，労働組合主義には好意的である。そのため，ローズヴェルト大統領とア
メリカ労働総同盟 (AmericanFederation of Labor)指導層との取引の結果とし
て全国労働関係法案が通過する可能性も高い。そこでは，公共事業法案 (Public
Works Bill)に対する "prevailingwage"の修正を取引に使って，組合主義者は
週30時間労働制をあきらめる代わりにもっと価値あるものを手に入れたという過
去の経緯もあった。また，ニューディール政策への議会の反発もあって，事態がど
う転ぷかわからない41)0
この手紙の内容は大きく 2つの部分に分けられる。ひとつは，昨年の労
働争議法案の時に成功したように，そしてウィアトン鉄鋼会社への裁定が
それを補強していることから，今回も法案の公聴会に従業員代表と経営側
代表を派遣し，従業員代表制とそのもとでの良好な労使関係を説明するこ
とで昨年と同様法案を廃案にできると考えている部分である。もうひとつ
は，ただし前回と違って議会の様相は異なっているし，ローズヴェルト大
統領も親労働者的なことから，法案が通過する可能性もあるとしている部
分である。
まず前者の側面である。上院教育・労働委員会に鉄鋼業の代表が登場す
る機会が与えられ， 3人の経営側代表とおそらく 8組の従業員代表が法案
に反対する立場から公聴会に出席した。また，アメリカ鉄鋼協会 (Amer-
ican Iron and Steel Institute)は声明を発表し，いくつかの企業は上院を
告訴している。特別協議委員会加盟企業もほぽ似通った手段を講じたが，
なかでもグッドイヤーの IndustrialAssembly (同社の工場協議会）は，全
国労働関係法案が従業員代表制にとって害をなすものであることがはっき
りとしているがゆえに，それに反対する取り組みへの支援に関心を持って
くれることを期待して次のような内容の手紙を 3月19日にNJスタンダー
41) Exhibit 7738, p.17012. 
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ド，ベスレヘム， P& G (Procter & Gamble) , ハーベスター，ウェステ
ィングハウスに出していた。つまり，「われわれの制度は，過去15年間にわ
たって実施されてきており，その間非常にうまく機能している。われわれ
自身の制度や他の同じような制度で証明された功績から見て，全国労働関
係法案の採択に反対すべくあらゆる取り組みがなされるべきだと思う。」42)
だが，公聴会は 1週間程度しか開催されず， しかも，今回の公聴会での
証言はあまり効果的ではなかった。その原因は，①多くの実業家があまり
関心を持っていなかったこと，②法案が通過するチャンスはほとんどない
だろうということへの過信，③公聴会を短くするという （教育・労働一注，
伊藤）委員会の突然の行動が結果としてもたらした性急な準備，といった
ことが法案反対への盛り上がりを削いだことにあった43)。そしてなにより
も，反対証言をする人々が全国労働関係法案のどこが好ましくないのかを
理解していなかったし，それを説明できなかったことが原因であった。公
聴会でしばしば起こったことは，次のような光景であった。まず，経営者
もしくは従業員代表がうまく運営されている従業員代表制を説明し，彼ら
の企業でうまく運営されている従業員代表制を継続したいので全国労働関
係法案を推薦しないようにと迫る。そうすると，ワグナーもしくはウォル
シュがその証人に対し，法案のどの条項がその証人の説明した一種の「会
社組合 (companyunion)」に反しているのかと尋ねる。証人は躊躇し，口
ごもり，そして最後には混乱の内に引き下がり，その後には「法案は議論
の余地のない良き従業員代表制に対して危害を加えようとするものではな
い」，というワグナーの主張のみが残されるのである44)。こういったことは
常時起こっていたわけではないが，反対者の説明が意味をなさなくなるほ
ど頻繁に発生していたようである。
以上の点は， 34年の労働争議法案に倣って，公聴会で法案を潰すという
特別協議委員会の「抵抗・不服従」は今回はもろくも崩れ去ったことを示
42) Exhibit 7745, p.17016. 
43) 44) Exhibit 7746, p.17017. 
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している。そこには，残念ながら指摘しかできないが， 1年前には「証人
を質問責めにするワグナーの戦術にいらいらしていた」ウォルシュが，今
回はワグナー法案に好意的な態度をとったという状況の変化もあった45¥
次に後者の法案通過の側面である。この点に関して，実業界も全国労働
関係法案は通過するチャンスがあると信じるようになった。実業界は，ロ
ーズヴェルト大統領がワグナーならびにアメリカ労働総同盟と取引するか
どうかは大いに疑わしいが，政府が全国労働関係法案を支持し，それと交
換に政府自身のプロジェクトに対する労働者の支援を受けようとすること
はあり得ることだと考え始めたのである。この種の取引を疑う人々に対し
ては，ワグナーが公共事業法案における "prevailingwage"修正への投票
を変え，その数日後にグリーン(WilliamGreen)とルイス(JohnL Lewis) 
が産業復興局長官へのリッチバーグ (DonaldR. Richberg)の指名に賛成
したという以前の状況を思い起こすべきことを指摘している 46)。（証拠文書
の文面は以上の通りであったが，産業復興局の長官はジョンスン(HughR. 
Johnson)であり， リッチバーグは顧問弁護士であった。）
まさに特別協議委員会の懸念が現実となったのである。そこで，特別協
議委員会は全国労働関係法案に対する「抵抗・不服従」を全面的に展開す
ることになる。
公聴会で法案を潰すという思惑がはずれた結果，特別協議委員会の標的
は議会審議の中でそれを廃案にするという方向に向けられた。その動きは，
すでに 3月21日段階で現れていたもので， USスチールの従業員代表が法
案反対の電報を議員に打ったこと， AT&Tでも同様の事態が生じていた
ことが報告されていた47)。この動きは，公聴会が閉会し，ウォルシュがワグ
ナー法案の好意的なレポートを上院に提出する気運が高まった 5月以降本
格化する。それは，「ウォルシュ委員会（教育・労働委員会一注，伊藤）の
好意的な活動によって，法案が議会を通過するチャンスがどの程度改善さ
45) 46) Exhibit 7746, p.17017. 
47) Exhibit 7745, p.17015-16. 
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れたのかを推計することは難しい」48)ものの，上院のH程が立て込んでいる
ことから，多くの上院議員がワグナー法案の投票延長を歓迎している 49),と
いう雰囲気の中でとられた抵抗であった。
また，多くの実業家達がウォルシュ上院議員が個人的にワグナー法案に
反対し，その通過を阻止することが政治的な得策となる何かを行う， と期
待しているようだが，ウォルシュ自身が法案に熱心でないことは事実とし
ても，彼が強く反対していると過信することは，すでにみた1934年とは違
う彼の態度から判断して危険だとカウドリックは指摘していた50)0 
一方，ローズヴェルト大統領に関して，カウドリックは彼がワグナー法
案に賛成との立場は表明していないものの，最近の合衆国面業会議所の会
合で明らかになったように，彼と実業界とが以前よりも疎遠な関係になっ
ているという事実に注目すべきことを指摘していた51)。さらに，ワグナーが
"Costigan lynching bill"の共同提案者となっていることが法案の運命を
左右するとも指摘している。南部選出の議員達は，この「北部人の提案
(damyankee proposal)」にいらだっていたからである 52)。以上の議会の
状況を総合したカウドリックは，私見だとしつつも，全国労働関係委員会
が継続して存在することとワグナー法案力渭ビ会を通過する確率は50%であ
ると判断している 53)。
このような状況下， NJスタンダードの 3つの精製所から選出された従
業員代表の年次合同会議で，ワグナー法案に反対する立場からニュージャ
ージー州の上院・下院議員に電報を打つことが満場一致で決まり，「われわ
れ署名者は ミゞ／ヤーン・シティ，ベイヨーン， リンデンにあるNJスタン
ダード社精製所の7000人の従業員を代表して，ワグナー労働関係上院法案
第1958号を無効にするために持てる力の限りを尽くして下さいますよう謹
んで請願いたします」という内容の電文に51人分のサインを付けて送られ
た。さらに，従業員代表は，従業員にも次のような請願書を回覧した54)。つ
48) 49) 50) 51) 52) 53) Exhibit 7749, p.17020. 
54) Exhibit 77 49, pp.17020-21. 
114 (1296) 第 43巻第 6 号
まり，「われわれNJスタンダード従業員の署名者は，過去17年間にわたり
従業員代表制のもとで団体交渉をうまく機能させて参りました。この制度
が，ワグナー労働関係上院法案第1958号が通過すれば危険に晒されること
になります。この法案を無効にするために持てる力の限りを尽くして下さ
いますよう謹んで請願いたします。」「法案は，任命された労働委員会に全
面的な独裁権限を与えるがゆえに反対すべきものでありますし，法案の条
項は議論の余地が大いにあることから，乎和的な団体交渉を促進するより
も，産業不安をもたらすでありましょう。」これらの請願もニュージャージ
ー州の上院・下院議員に送ることが提案された。
また， 5月21-22Bに開催された特別協議委員会の会合では，法案の上
院通過を受けて，「ワグナー法案が議会を通過する強い可能性がある」とワ
シントンの観測筋が確信するようになる一方で，ローズヴェルト大統領は
単に大統領命令第44号（そのもとで全国労働関係委員会が任命されていた）
を拡大するだけだとの観測も行われているとの考えを表明している。ただ，
そこでハーベスターのホッヂ (GeorgeHodge)が，ワグナー法案が通過し
た時に従業員代表制を導入している会社がとりうる最普の方針は何かと質
問したことに対し，特別協議委員会のいく人かのメンバーは，従業員代表
制が全国労働関係委員会の活動もしくは裁判所によって停止されるまで
は，従業員代表制を継続するのがよいと信じていたようであり，ワグナー
法案はたとえ法律となったとしても憲法違反を宣言されるであろうと回答
していた55)。また， NJスタンダードの活動が再度紹介され，ニュージャー
ジ一精製所の従業員がワグナー法案に反対する請願書に5000名の署名を集
め，その請願書は議会のニュージャージー州選出の上院・下院議員に送付
された。しかし，この形態での抵抗は功を奏さず， 2人の上院議員は賛成
票を投じたようである56)。
さらに， 1935年6月19Bに開催された特別協議委員会の会合で，ラーキ
55) Exhibit 7753, p.17025. 
56) Exhibit 7754, p.17025. 
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ンがワグナー全国労働関係法案が制定されたなら，団体交渉に関する方針
を変える計画が加盟企業にあるのかどうかを質問したことに対し， 2-3 
の企業によって，従業員の寄付によって従業員代表制を財政的に支援する
方法が検討中であることが示されたが，大多数の意見は，既存の制度を継
続し， もし必要なら法廷で争うというものであった57)0
4 大統領調印から合憲判決までの動き
1935年6月19~20日に会合を開いた特別協議委員会は，その後大統領の
調印までさしたる活動を見せていない。ただ，カウドリックが7月3日に
受け取った手紙によると， 7月16~17日にアメリカ経営者協会がウォルド
ーフ・アストリア (Waldorf-Astoria)ホテルで，ワグナー法案と社会保障
法案について議論する会議を開催することになった。そこでは， 16日にワ
グナー法案を検討し，使用者と従業員の法的責任，使用者と従業員の相互
関係，従業員代表制，その他が議論されることになっていた。報告者は，
Gleason, McLanahan, Merrit & Ingraham社のメリット (WalterG. 
Merritt)と全国製造業者協会のゲール (JohnC. Gall)であった。討議は，
Socony-V acuum Oil社のドゥーレイ (ChanningR. Dooley) と労使関係
カウンセラーズ社 (IndustrialRelations Counselors, Inc.)のヒックス (C.
J. Hicks)ならびにティードマン (T.H. A. Tiedemann)であった58)。こ
の手紙では，また，労使関係カウンセラーズ社の全国労働関係法案への声
明があることがティードマンによって明らかにされたことも判明した59)。
大統領の調印前に，全国労働関係法を巡って，特別協議委員会以外の組織
も活発に活動を開始していたのである。
特別協議委員会自身は，当初 7月25~26日に定例会議を予定し，また全
57) Exhibit 7757, p.17028. 
58) Exhibit 7759, p.17029. 
59) Exhibit 7760, p.17030. 
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国労働関係法のもとでの方針を検討する臨時会合を新全国労働関係委員会
が任命された直後に召集する予定であった。しかし，前者については主催
のベスレヘムの都合で変更を余俄なくされ，後者に関しては大統領がいつ
新全国労働関係委員会を任命するかについての情報がなかったことから延
期せざるをえなくなった60)。そこで，アメリカ経営者協会の会議への複数の
メンバーが出席することもあって，アメリカ経営者協会の会議に続く 7月
18-19日に定例会合を開催した。この 2日のうち，初Hは恒例のように帆
ビジネス情勢と労働情勢などの議論に当てられ， 2日目が全国労働関係法
に当てられることになった62)0 
そこで，以下に示す全国労働関係法への疑問点が出されたのである 63)(ゴ
チック部分は本文がイタリック）。
1 ワグナー法の合憲性：ワグナー法が，製造業に適用されるものとしては非合憲
的であることは一般に実業家やその法律顧問達の間で合意されている。州際ビジ
ネスに従事している企業や企業の一部に関しては，この点はより一層不確かであ
る。しかし，州際商業の問題に加えて，ワグナー法の合憲性が重大な疑義をうけ
る他の点がある。近日中にワグナー法が法廷に持ち込まれることがありうると、息
われる。
2 ワグナー法の製造企業への適用可能性：ローズヴェルト大統領は，ワグナー法
に調印する際に，すべての企業に適用されるのではなく「自立的な組織の法的権
利の侵害が州際商業を苦しめたり妨害したときにのみ適用される」とした。グリ
ーン (WilliamGreen)も組合に対し，ワグナー法のもとでの不平に関する組合
への通達の中で同じような発言をしている。法律の専門家達は，適用可能性の間
題は，特定事件での裁判所の判決次第である，としている。議会は，ワグナー法
を製造業にも適用可能にしようとしているが，この適用可能性の合窓性は疑わし
し、
゜3 従業員組織への財政的支援：ワグナー法は，経党者による従業員組織への財政
的支援をひとつの特例を除いて禁止し，新しく組織された全国労働関係委員会に
よる規制を要求することさえ行っている。この規制に従えば，経営者は従業員が
60) Exhibit 7761, p.17030. 
61)詳しくは，「SECの労務政策と従業員代表制」を参照のこと。
62) Exhibit 7761, p.17030. 
63) Exhibit 7763, pp.17032-34. 
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管理者と交渉するのに費やした時間に対して従業員代表に報酬を与えることが
許されることは明白である。この時間に，従業員達が経営者との交渉の準備のた
めの協議に費やした時間が含まれるかどうかは疑わしい。ワグナー法が，従業員
代表は委員会に出席するための運賃や生計費を弁済してもらえることを意味す
ると解釈していいと信じている人々もいるが，一般にこの点は疑わしいと見なさ
れている。
従業員組織への財政的援助が交渉の適切な問題であるのかどうかについては，
いくつかの疑義が出されている。つまり，経営者は従業員がそれを求めたなら，
この援助を合法的になしうるかどうかである。ワグナー法を厳格に解釈すれば，
このことはおそらく事態を変えることにはならないであろう。なぜならば，上に
記載された例外を除いて，財政的支援は明確に禁止されているからである。しか
し，従業員の要求に基づいて援助した経営者は，それを自発的に与えた経営者よ
りも全国労働関係委員会や裁判所の前ではより強い立場に罹かれると考えられ
ている。
4 従業員代表制の開始：既存の従業員代表制のほとんどは経営者によって始め
られたが，その多くは従業員の投票によって採択されている。ワグナー法が施行
された後は，組合に組織されたくない従業員や従業員代表制を好む従業員から要
請されるようになるであろう。従業員からの要請のあるなしにかかわらず，経営
者が従業員代表制を促進するか，それに賛同する姿勢を示せばおそらく批判され
るであろう。まさに，この問題における経営者の法的権利は，ワグナー法では明
確に規定されていない。おそらく，経営者は団体交渉に対する別の代理機関の持
つ相対的な利益を従業員と議論する権利はもっている。しかし，このことですら
批判の対象になるかも知れない。
5 従業員やフォアマンとの議論：一般に，ワグナー法を従業員代表と議論するの
は望ましいことと見なされている。いくつかの企業では，この問題はすでに合同
委員会で議論されている。この問題を取り上げる際に，経営者側がイニシアティ
プをとるべきかどうかについては，さまざまな意見がある。
ワグナー法とその下での政策に関して従業員と管理者 (supervisors)に知らせ
る際には，第一線管理者 (linemana gement) と工場協議会を活用すべきであ
る。経営者は，従業員，フォアマン，その他からの質問に答える準備はしておく
べきである。いくつかの例では，企業の公式の声明が，組合の宣伝に対抗するた
めに必要とされている。
全国労働関係委員会もしくは裁判所での議論の場合，従業員自身は当事者であ
り，既存の制度を組合の攻撃から守るのに彼らは最適である。そのような状況下
では，従業員は当然すべての関係する問題について十分な情報を得る権利を持っ
ている。
6 組合の承認：おそらく全国労働関係委員会は，個人とは巽なって，従業員の過
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半数によって選ばれた場合には団体交渉代理機関として組合を承認することを
経営者に求めているとワグナー法を解釈するであろう。この「認証」の過程で要
求されることは，依然として決定されていなければならない点である。しかしな
がら，この問題の解明に役立つ全国労働関係委員会のこれまでの多くの裁定があ
る。
7 過半数ルール：全国労働関係委員会が，従業員の過半数によって選出された団
体交渉機関と排他的に交渉することを経営者に要請することは明確である。少数
派の代表と持ちうる交渉に関しては，この法ではまったく不明であり，全国労働
関係委員会もしくは裁判所の裁定による解釈を待たねばならないであろう。しか
し，法律の専門家は，少数派との団体交渉は不当労働行為のリストには特に挙げ
られていないと指摘している。
もし経営者が過半数派の代表と排他的に団体交渉するようにとの全国労働関
係委員会の命令を無視すれば，全国労働関係委員会は強制的に従わせる命令を連
邦裁判所に申請しなければならない。従業員自身は，経営者と契約する権利を奪
われるという理由で，過半数ルールを攻撃しうる十分な法的根拠を持つ。組合の
単なるメンパーにしか過ぎない者 (meremembership)は，団体交渉代理機関に
関する過半数の要求を決定する際に勘定されるべきではない。
8 選挙に対する命令：団体交渉の代理機関に関する紛争において，たいていの事
例で全国労働関係委員会はおそらく選挙を命じるであろう。そのような命令が出
されたなら，経営者はそれに同意し協力する（特に従業員名簿を提供することに
よって）か抵抗するかを選択する。後者の場合には，全国労働関係委員会はおそ
らく事を先に進め，会社の敷地外で選挙を実施できる。
経営者の姿勢は，それぞれの事例での特別な状況と企業の方針に基づいて決定
されるべきである。経営者の決定は，当然のことながら，世論によって大きく左
右される。ワグナー法の罰則条項 (penaltysection)が，選挙のために全国労働
関係委員会への従業員名簿の提供拒否にも適用しうるのかどうかについては，法
的な問題がある。
9 ストライキ中の団体交渉：第 1次全国労働関係委員会では，経営者はストが宣
言された後も団体交渉を継続することを求められると考えていた。それに反対し
ている法律上のいくつかの見解がある。厳密にいえば次のようである。その問題
は．ストに関係している組合が契約を破るかどうか次第である。実際的な問題と
して，ストを解決したいと望んでいる経営者は，おそらくスト参加者を掌握して
いるどのような代理機関とも躊躇なく団体交渉に応じるであろう。
10 従業員代表制の変更：いくつかの企業は，全国労働関係法や他の法律に適合す
るために従業員代表制に変更を加えてきている。他の企業は，ワグナー法が通過
した結果，変更を意図している。最も頻繁になされたか，あるいは検討されてい
る変更は，以下のやり方に沿っている。つまり，
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(2)ワグナー法によって認められていると思われることを除いて，経営者からの財
政的支援を中止する。
(3)選挙あるいは代表に関する制度の改正を従業員に許可する。
おそらく，大多数の企業は，これまでのところその従業員代表制を修正しない
ままにしているようである。
11 従業員による従業員代表制の採用：長期にわたって機能している従業員代表
制が，それが当初従業員の投票によって採択された制度でない場合，弱い立場に
あるかどうかについていくつかの問題が生じている。たいていの人々は，そうす
る何か特別の理由がない限り，以前の制度を再ぴ提起することは賢明ではないと
信じている。一方，ここ 2年間の間に，いくつかの企業では改訂された従業員代
表制が従業員の投票によって採択されている。
12 成文協約 (WrittenAgreement) : 従業員代表との間で成文協約を締結するこ
との望ましさについては，随分と意見の相違がある。この協約が多様であり，そ
して法的に従業員を拘束するかどうかについては疑義がある。いくつかの企業
は，その政策として，労働者のどのような組織であろうともそれとの間で拘束力
のある契約に調印することを断っている。多くの人々は，合同協議会(jointcon-
ferences)の議事録は両者によって調印され，交渉された問題に対してとられた
行動を示すことが成文契約 (writtencontracts)の目的に役立つと信じている。
13 要約：大多数の従業員によって支持されていると信じる従業員代表制を持つ
経営者にとって，望ましい方向は，ワグナー法との必要もない軋礫を避けるため
に明らかに得策だと思われる変更だけでその労務政策 (laborpolicies)を継続し
ていくことである。
経営者は，どんなことをしても従業員の信頼を確保すべきであるし，全国労働
関係委員会もしくは組合との間に意見の相違がある場合には，従業員の支持を得
るべきである。
ワグナー法に関連して，招来の政策についてあまりに多くの声明を発表した
り，公の場で話したりすることは賢明ではない。
立ちいかなくなるような意見の不一致があった場合，経営者は，全国労働関係
委員会もしくは裁判所でその立場を弱くするような錯誤を避けるために，弁護士
に相談すべきである。
憲法に甚づいた根拠によってワグナー法に反対するかどうかの決定は，企業の
政策，世論，特定の事件での事実を踏まえ，そして弁護士との相談の後で慎重に
なされねばならない。
以上の諸点は，この時点における全国労働関係法に対する，それも従業
員代表制を擁護する立場からの批判であり，疑問点であった。
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9月12-13日の特別協議委員会の会合において， GMのアンダースン
(H. W. Anderson)は，同社が全国労働関係法について従業員に知らせる
取り組みをしていないこと，そして従業員もこの問題に関心を示していな
いことを明らかにした64)。一方，ハーベスターでは，経営者が全工場の工場
協議会と全国労働関係法に関する討議を始めたこと，そこでは全国労働関
係委員会が出したルールや規則を説明することを期待されていたことがケ
ルデー (G.Kelday)によって報告されていた。同社では，この時点で従業
員代表制には何の変更もなされていなかった65)。同様の試みはウェスティ
ングハウスでもみられていた。同社では全国労働関係法に関する本社経営
陣と各工場長との会合がもたれていた。それに基づき，経営側は従業員代
表に同法を，現在と同じ方式で工場協議会を維持する意図を持って説明し
ていた66)。ベスレヘムの報告は，以上の各社よりも数歩先を進んでいた。同
社では，「いくつかの点で，従業員代表制が全国労働関係法によりうまく適
合するための変更がなされている」として同社の従業員代表制に最近以下
のような修正がなされたことを指摘している。つまり，ベスレヘム工場で
は，従業員代表の "generalbody"の投票によって，従業員委員会に選挙や
他の従業員代表制と直接関係する問題に関する唯一の権限を与えた。同じ
ような修正は他の工場でも採択されるであろう， と報告されていた67)。ま
た， USスチールでは，全国労働関係法が通過したとき，多くの工場の従業
員側代表は新法が従業員代表制にどのような影響を与えるかという質問を
していた。経営側は，選挙や会合の出費の支払い条項を除いて合法だと回
答した。さらに会社側は，従業員代表制のもとで操業を続けるとも回答し
ている。この問題が議論された合同協議会で，従業員代表は同社に従業員
代表制を維持すること，そしてその運営費を払い続けることを頼んでいた
64) Exhibit 7570, p.16922. 
65) Exhibit 7657, p.16967. Exihibit 7769, p.17039. 
66) Exhibit 7658, p.16967. Exihibit 7767, pp.17038-39. 
67) Exhibit 7766, p.17038. 
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模様である68)。デュポンでは，全国労働関係法を解説した回院を 2セット備
え付けていた69)0
以上， 9月12-13日の特別協議委員会の会合では，ベスレヘムやUSスチ
ールといった先駆的な試みにみられるように加盟企業において若干の差が
みられるようになったものの，全国労働関係法を従業員や工場協議会に周
知させる段階にあり，この時点ではあくまでも従業員代表制の存続を意図
する企業が多数を占めていたようである。
特別協議委員会の10月9-10Bの会合において，ハーベスターのケンタ
ッキー州ベンハムにある炭鉱の工場協議会で，全国労働関係法が討議され
たことが報告されていた。残念ながら，その詳細はわからない70)。ウェステ
ィングハウスの従業員代表制には，他にみられない特異な活動がみられた
ことが指摘されている。それは，同社のイースト・ピッツバーグ工場をカ
ーネギー製鋼社 (CarnegieSteel Co.)の2人の従業員代表が訪問し，ピッ
ツバーグにあるカーネギー製鋼社やウェスティングハウスやその他の会社
の工場の従業員側代表の会合を開催することを討議した模様である。この
ことを，彼らはアメリカ労働総同盟や共産党系の組織に対抗するのを助け
る目的をもって実施に移そうとしていたようである71)。これも「抵抗・不服
従」のひとつの形態と捉えるべきであろう。
ここで依拠している資料には， 11月13-14日の会合については 2つの証
拠文書， 12月11-12日の会合については 1つの証拠文書しか記載されてい
ない。 11月の会合ではハーベスターのケルデーが翌月に実施される従業員
代表の選挙に関して，①それがすべての従業員によって実施されること，
しかも，②この従業員が選挙に関する資格を決定することを報告してい
68) Exhibit 7768, p.17039. 
69) Exhibit 7770, p.17040. 
70) Exhibit 7660, p.16968. 
71) Exhibit 7661, p.16968. 
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た72)。USラバーでは，このハーベスターと同じ選挙の形態，つまり従業員
のみの監視の下での選挙を10月に実施していたことをチングが報告してい
る73)。12月の会合では，ハーベスターではこの選挙のやり方が次回以降も採
択されることが確認されている74¥
以上が1935年の特別協議委員会の定例会合での従業員代表制に関する討
議の内容であったが，この年の最大の問題は，労働統計局 (Bureau of 
Labor Statistics)が行った研究への従業員代表制を擁護する立場からの干
渉であった75)。
労働統計局は， 1935年4月に会社組合の諸特徴に関する広範な研究に着
手している。特別協議委員会はこの動きに当初から関じを持ち，その進捗
状況をカウドリックはメンバーに伝えていた。 5月の定例会合で，ラーキ
ンは労働統計局長 (Commissionerof Labor Statistics)のルビン (Isador
Lubin)と協議した結果として，研究が事実に基づく公正なものであると報
告していた76)。しかし， MonthlyLabor Reviewの10月号で公表されたこ
の研究の最初の部分の要約を読んだカウドリックは，商務次官であったド
レイパー (ErnestG. Draper) に対し抗議した。 ドレイパーはパーキンス
労働長官とルビンに連絡を取った模様である。その後10月9-10日の定例
会合で，ハーベスターのケルデーは，「使用者が情報を提供するかあるいは
他の支援によって，労働統計局とさらに協力するべきかどうかについての
質問を提起した」77)。この点に関して，「アンダースンは，自動車製造業者
協会 (AutomobileManufacturers'Association)がその会員は個々の会
社としては情報を提供しないことをすでに労働省に知らせたと語った。そ
して，労働統計局に提供されたすべての事実は同協会を通して明らかにさ
72) 73) Exhibit 7714, p.16997. 
74) Exhibit 7664, p.16971. 
75)ここでいう研究とは， Characteガ'stiesof Company Union, 1935 (Bulletin No. 
634, June 1937)のことである。
76) Exhibit 7699, p.16989. 
77) Exhibit 7705, p.16991. 
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れねばならないとも語った。他の特別協議委員会メンバーは，彼らの会社
が労働統計局に協力するのを止めることを示唆した」 78)のであった。
さらに， 10月11日には，特別協議委員会のメンバーが，全国製造業者協
会によって招集された使用者グループと会見した。そこで得られた意見の
総意は，「出版物を通してであれ，あるいは労働省長官への直接の抗議を通
してであれ，当面の行動に反対するものであった。労働統計局の最高責任
者であったルピンと調停的なやり方で問題を取り上げ，そして， もし彼が
そうすることを納得したなら，彼に報告書を訂正する機会を与えることが
決定された」 79)のであった。そして，全国製造業者協会のサージェント
(Noel Sargent)は，ルビンとの協議の準備をし， 10月29日にサージェン
ト，特別協議委員会の4人のメンバー，その他の人達で構成される委員会
がワシントンでルビンと会見した。この会見に関する報告で，カウドリッ
クはルビンを次のように観察していた。「ルビンは，今情報を提供すること
やその他の方法で労働統計局に協力した産業界の人々の反応に，かなりの
関心をもっている」 80), と。
最終的には， 1936年 1月22日にラーキンが特別協議委員会の他のメンバ
ーに次のような手紙を書いたことでこの「抵抗・不服従」は決着を見た。
つまり，「私は MonthlyLabor Reviewの12月号で，『使用者と従業員の交
渉の諸タイプ (Typesof Employer-Employee Dealing)』とタイトルを付
けられて訂正された報告書を読んだところである。われわれは，ルビンに
抗議するためのワシントンヘの旅行がよかったのかどうかについて不安で
あった。しかし，最初に公表されたものと比べてその厳しさを和らげるべ
くなされた修正によって，報告書の主旨がその最初のものから大きく変更
されていることから，今回の旅行がある意味ではよいことをなしたと考え
てもいい資格を今ここに得たと思う。あなた方が気づくであろうひとつの
重要なことは，最初の報告書に対する批判を引き起こした『基準 (bench
78) Exhibit 7705, p.16991. 
79) 80) Exhibit 7712, p.16994. 
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marks)』が最終報告書から削除されたことであり，そして『会社組合』と
いう言葉を使う際には，従業員代表制を非難する意図をまったくもたずに
使われていることをルビンがはっきりとさせたことである」Bl), と。これを
受けて，およそ 1カ月後にはクリマー (F.W. Climer)が特別協議委員会
の会合において，グッドイヤーは労働省の代表者との協議の後，労働統計
局に最少限度の情報を提供することに同意したと報告していた82¥
1936年 1月16~17日の特別協議委員会の定例会合では，デュポンのフォ
スター (WilliamB. Foster)から全国労働関係委員会もしくは地方委員会
の公聴会に召喚されれば差し止め命令 (injunction)を申請するのが賢明か
どうかの問い合わせがあった。これに対する意見の一致は見られなかった
ものの，あるメンバーは差し止め命令への請願を早期に行うことに賛成し，
あるメンバーは全国労働関係委員会の中断命令もしくは中止命令 (cease
and desist order)が出されるまで待つことが賢明だと指摘し，状況に応じ
て対応することが同意された83)0 
2月13~14日の定例会合では， 2週間前に USスチールのゲアリー
(Gary)にある工場で合同鉄鋼錫労働組合(AmalgamatedAssociation of 
Iron, Steel and Tin Workers)の新しい支部が6人の従業員代表の申請に
より設匿されたこと，この工場では35名の従業員代表のうち 9名が組合主
義を積極的に支持していたことが報告されていた84)。USスチールでは従
業員代表制を利用した組合活動が始まったのである。さらに，ゴム産業で
はグッドリッチ (B.F. Goodrich Co.)で「座り込み」ストがあったこと
も報告されている 85)0
5月の定例会合では，加盟企業の数を増やすことで特別協議委員会の規
81) Exhibit 7717, p.16998. 
82) Exhibit 7718, p.16999. 
83) Exhibit 7776, p.17043. 
84) Exhibit 7546, p.16909. 
85) Exhibit 7718, p.16999. 
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模を拡大するかあるいはその影響力を大きくすることを検討していた小委
員会の報告がなされ，規模拡大には賛成できないものの，業界団体(trade
associations)の中には労使関係に積極的に取り組んでいるものもあり，特
別協議委員会加盟企業がこういった業界団体での影響力を行使すること，
なかでもアメリカ経営者協会を支援することを推奨していた86¥
7月から10月までは然したる動きがみられなかったが，この年の従業員
代表制に関する最大の出来事は， 1936年11月19・20日の定例会合でハーベ
スターのフォート・ウェイン工場の組合からの申し立てが明らかになった
ことであろう。この事件では，同社が11月16日に合衆国巡回訴訟裁判所
(United States Circuit Court of Appeals)に事件の再審を求める請願書
を提出し， 18日にこの請願書に対する公聴会が開催されている。全国労働
関係委員会の裁定が公にされた後，同社はその立場を説明する声明を出し
た。全工場で経営幹部と工場協議会との間で会合が開催され，同社を取り
巻く状況が討議された。フォート・ウェイン工場での公聴会以降，同工場
の従業員は当初の工場協議会を手本にしてはいるが，いくつかの点で異な
る彼ら自身の交渉機関を設立した。ただし，同工場の組合員数はごくわず
かであった。同社の裁定に関する討議は，全国労働関係委員会の目的は従
業員代表制を破壊することであるとのコンセンサスを得たのである87)0
まず， 11月23日付のハーベスターのケルデーからカウドリック宛の手紙
によってこの事件を詳しくみておこう 88)。インディアナ州フォート・ウェイ
ンのトラック工場で国際自動車労働組合 (InternationalUnion, Automo-
bile Workers of America)のローカル・ユニオン57(Local Union No. 
57)が1935年12月に提出した審判請求状に関して， 1936年11月12日に全国
労働関係委員会が裁定を下した。この審判請求状は，当初インディアナポ
リスの地方労働委員会支部長 (RegionalDirector)によって調査され，そ
86) Exhibit 7472, p.16870. 
87) Exhibit 7789, p.17050. 
88) Exhibit 7793, p.17053-54. 
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の後全国労働関係委員会に付託された。公聴会は， 1936年5月5日から16
日までワシントンで全国労働関係委員会によって実施され，約2000ページ
に及ぶ証言が記録されている。
この公聴会の折， 1936年3月5日付けのハーベスターのジョーンズ (A.
A. Jones)副社長からフォート・ウェイン工場長のハリスン (C.M. Har-
rison)への手紙が問題とされた模様である。それは次のような内容の手紙
であった89)。
約9年前にフォート・ウェイン工場の従業員は， 1919年以降他のハーベスターの
工場に導入されているのと同じ工場協議会を従業員の要求と96%の賛成票で導入
した。引き続き，その時点から従業員代表が選出された。 1年前，従業員と当社の
双方の同意のもと，ローズヴェルト大統領によって任命された自動車労働委員会
(Automobile Labor Board)が1年任期の従業員代表を選ぷ選挙を監視した。
この昨年のやり方はそれまでとは若干異なっていたので，新しい選挙が近づくと
今回の選挙はどのようになされるぺきなのかという問題が生じた。フォート・ウェ
イン工場の従業員に当社の方針と従業員代表の選挙に対する姿勢を十分に理解し
てもらうために，あなたがこの手紙を次回の工場協議会の会合に提出することを要
望したいと思う。
経営側は，次回の選挙に関するすべての問題は，従業員代表によってその選挙人
との相談の上で決定されるべきだと希望していることを記録に留めてもらいたい。
ここでいう問題とは，選挙のH時と方法，選挙区の数，資格，代表者の数，任期，
選挙の監視などである。当社は，これらの手続きにいっさい関与しないし，代表者
を選ぶ方法については従業員に完全な自由を与える。
工場協議会制度の実態は，正式に選出された従業員の代表と当社の代表が相互の
利害に関する問題を討議し，考えを交換し，互いの見解を確認し．すべての問題を
調整する方法と手段を開発するために会合できることを当社が承認する手段を提
供するものである。
上記の手紙を受け取った後， 1936年3月に従業員によって監視され，実
施された選挙で，フォート・ウェイン工場の従業員によって選出された(98
％以上の従業員が投票した）従業員代表は，彼らの交渉機関に影響する規
則を十分に研究した。その取り組みの結果，新しい手続が開発された。い
89) Exhibit 7793, p.17053-54. 
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くつかの基本的な点で，新しい制度は以前のものと似通っていた。ハーベ
スター社の申し立てに対する全国労働関係委員会の11月12Bの裁定は，か
なりの新聞で評価されたようである。
1935年11月25日付のカウドリックの手紙によると，ハーベスターにおけ
る全国労働関係委員会の裁定に対する批判の要約を準備してくれるように
と特別協議委員会のメンバーの一人から依頼があった模様である。これに
対しカウドリックは，このことがオーソドックスな従業員代表制が全国労
働関係委員会の認証を得るためになされねばならない変更に関して，いく
つかの手がかりを与えてくれるだろうと考えた。しかし，裁定で明らかに
されているように，全国労働関係委員会の姿勢に対して十分な考えを提供
しうるような要約はなく，実際上それは従業員代表制に反対する内容とな
っていた90)。
以上のハーベスターを取り巻く状況を踏まえた上で， 1936年11月12日の
同社の申し立てに対する全国労働関係委員会の裁定を取り上げておこ
ぅ91)。この裁定は，その後の従業員代表制に対する裁定を代表するものであ
り，特別協議委員会加盟企業の対応をある意味で規定するものであった。
く命令＞
団体交渉への干渉の中止と断念
労働組織への支配•干渉の中止と断念
労働組織への金銭的あるいは他の支援の中止と断念
工場協議会の承認の取り消しと従業員代表制の「完全なる廃止」
＜従業員代表制が非合法の理由＞
①会社から金銭的援助を受けている
②会社の抑圧と支配のもとにある
くハーベスター従業員代表制への批判点＞
1 ハーベスターの従業員だけが従業員側代表を務める資格がある。
2 この法律によって許された限度額を超えてハーベスターが従業員代表制の支
出を支払っている。
3 たいていの苦情は工場協議会に至ることなくフォアマンによって調整されて
90) Exhibit 7791, p.17051. 
91) Exhibit 7792, p.17052. 
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いる。
4 従業員代表は再選されることでしばしば長期にわたって従業員代表を務め，そ
のことで経営者と同一視されるようになる。
5 従業員代表の選挙の候補者には，それに基づいて行動する綱領がない。その選
挙は，社会組織や友愛組織でのそれと同じである。
6 従業員代表がその同僚と会合し，教示を得る従業員の会議の規定がない。
7 制度は，主に「個人的な苦情や個人的な問題Jを持ち出している。
8 例えばcreditunionのような従業員の利益となる他の諸活動が，従業員代表制
が信頼を得られるようにリンクされている。
9 経営者が新入社員に従業員代表制を説明し，時には従業員代表を紹介してい
る。
10 経営者が従業員代表制に対する好意を表明している。
11 経営者が従業員代表制を導入し，それをコントロールし，労使関係部と運営に
携わる経営幹部を通してその活動を支援している。
12 自動車労働委員会のもとでの選挙と再編は，実質的には従業員代表制に変更を
もたらしていない。「制度を崩壊させるどころか，自動車労働委員会の強制命令は
被告（当然，ハーベスター一注，伊藤）によって設立された制度の強さを示すこ
とに役立った。」
13 従業員代表制のひとつの目的は，組合主義に対抗することにある。
14 工場協議会の経営側代表は，自分たちの個人的な判断ではなく，上司の見解に
従っている。最終決定は常に経営者の決定と同じである，
15 従業員代表制の考え方は，「集団としての従業員に直接頼る代わりに，争議を処
理する方法として，使用者と従業員との間の自由な討議に基礎をおいている。そ
れは，十分に情報を与えられた従業員代表と，彼らと経営者との間の理性的な討
議を前提としている。それにもかかわらず，誠実な従業員代表でさえ絶望的に不
利な立場に阻かれている。従業員代表は，彼らを支援してくれる外部の専門家を
持っていない。彼らは，ハーベスターと意見の相違がある場合，頼るべき組織も
資金もない。工場協議会には独立した資金的援J])jはない。
16 雁ft]条件における重要な変更は，通常,I場協議会との間で交渉されるのでは
なく，単に経営者から知らされるだけである。
17 経慇者は，その支持を撤回することで，いつでも従業員代表制を中断できた。
18 フォート・ウェイン工場での従業員代表制が， 1936年にその選挙を実施し，エ
場協議会に若干の修正をなしたとしても，従業員代表制は以前にハーベスターに
消入されたものと基本的には同じものである。
最後に，ハーベスターの事例を踏まえて，当時の特別協議委員会の従業
員代表制に関する立場を明確に示す1936年12月31日付けのカウドリックか
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ハーベスターの申し立てに対する全国労働関係委員会の裁定に関して，そのコピ
ーをあなたの要請により昨Hお送りしましたが，その裁定が公表された直後に私が
準備した要約に，おそらく関心を持たれることだと思います。この要約も同封いた
しました。
私のメモは，裁定の主要な点をカバーしていると思いますが，従業員代表制に対
して入念に準備して書かれた裁定そのものについて十分な構想を提供しうる要約
はないことを強調しておかねばなりません。
ハーベスターの申し立ては，何よりも明確に全国労働関係委員会の目的は「産業
の組合化」を直接援助することにあることを明らかにしています。もちろん，ハー
ベスターが工場協議会の費用を支払ってきたことは事実で，この点については全国
労働関係委員会はワグナー法の厳正な解釈のもとで，ハーベスターを同法違反の罪
を犯しており，この「不当労働行為」を止めるように命じる裁定をなすことはおそ
らく正当なことであります。そのかわり，全国労働関係委員会は，ハーベスターが
従業員代表制に対して行ってきたことすべてに過失を見つけ出すことは非常に困
難であるため，同社フォート・ウェイン工場の工場協議会を廃止するように命じま
した。
選挙に対する要請を伴っておらず，そして私の記憶が正しければ，従業員が団体
交渉に対する別の機関を望んでいるとの要求もなされませんでした。事実，全国労
働関係委員会自身は，公聴会のおりに同工場では組合員はわずか約100人のメンバ
ーしかいなかったと裁定のどこかで述べています。もし，ハーベスターが全国労働
関係委員会の命令に従い，そしてその従業員代表制を廃棄するなら，フォート・ウ
ェイン工場の従業員は団体交渉の機構を持たないままに躍かれることになります。
労働組織への内的干渉を禁止しているワグナー法の条項を犯すことなく，工場協議
会を廃止することができるかどうかは疑わしいと，私は思います。
全国労働関係委員会の一般的な姿勢は，特にこのハーベスターの裁定では，政府
が労働組合をアメリカ産業に組織化しようとする取り組みに積極的な関心を持っ
ているという印象を多くの人々に与えることでしょう。このようなことは，実業界
と政府との間の協調関係に影響する程度において，そういったことがなかった場合
よりも事態を困難なものとするでしょう。
92) Exhibit 7794, pp.17054-55. 
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5 今後の課題
この小論の目的は，全国労働関係法に対する集団的な「抵抗・不服従」
の実態を特別協議委員会というひとつの組織を通して明らかにすることに
あった。だが，本文でも述べたように，資料的な制約から全国労働関係法
が合憲判決を得た以降の「抵抗・不服従」をまったく取り上げることがで
きなかった。筆者の今後の課題は，この点を「アメリカ労務管理史研究会」93)
に組織された共同研究者との協力のもと，ハーベスターについて明らかに
していくことにある。
93) この研究会の結成の経緯と今後の課題については．『アメリカ大企業と労働者』の
「はしがき」「終章」「あとがき」を参照のこと。
